
令和６年度 第１回東松山市空家等対策協議会 次第 

 

 

   日時：令和６年１０月８日（火）午後２時～午後３時３０分  

             会場：総合会館３階 ３０２会議室 

 

 

１ 開 会 

 
２ 会長選出 

 
３ 職務代理者の指名 

 
４ 議事 
 

 （１）令和５年度事業の実績及び令和６年度事業について 

 

 （２）空家等対策の推進に関する特別措置法の改正について 

 

（３）東松山市空家等対策計画の改定について 

 

（４）その他 

 
５ 閉 会 



令和６年８月１日

～

令和８年７月３１日

委員数 所属団体 委員氏名

東松山市自治会連合会 若林 茂

東松山市民生委員・

児童委員協議会連合会
橋本 隆

田中 二美江

米山 真澄

埼玉司法書士会 柴崎 智哉

公益社団法人埼玉県宅地建物

取引業協会埼玉西部支部
髙橋 浩美

埼玉土地家屋調査士会 道添 敬太

一般社団法人埼玉建築士会 根岸 勉

大東文化大学 藤村 哲史

4号 市の職員 1名 東松山市 山口  和彦

5号 市⾧が必要と認める者 1名 東松山警察署 新井 悠木

2号 市議会の議員 2名

3号 学識経験を有する者 5名

東松山市議会

東松山市空家等対策協議会委員名簿

委嘱期間

条例第3条第2項の規定

1号 地域住民 2名













各種相談窓口・制度８

３

令和６年度「空き家コーディネーター」空き家相談の総合窓口

◇専門的な知識や経験を持つ「空き家コーディネーター」が、空き家の相続、売却、賃貸、利活用
など、ご相談内容に応じて、解決に向けた具体的な手法の提案や各種専門家の紹介、空き家に関
連する費用の試算、所有者と活用希望者とのマッチングなどを行います。

◇ご相談は原則無料ですので、是非「空き家コーディネーター」にご相談ください。

■問合せ先：公益社団法人 埼玉県宅地建物取引業協会 （埼玉県による業務委託）

TEL：0120-157-393
■受付時間：午前9時から正午まで、午後1時から午後5時まで

（土・日・祝・12月29日から1月4日を除く）

(埼玉県ＨＰ)

★相続等により住宅の所有者となり、管理や活用の方法について悩まれている方が増えています。

★空き家を含めた住宅に対する市の支援・補助制度や各種相談窓口等をまとめましたのでご活用ください。

１
空き家になる前の早めの備えが大切です！
相続等について、所有者と親族とで話し合いをしておくことが有効です。

２
空き家になった後の早めの対応が大切です！
売却・賃貸、解体、管理等の対応について、早めに検討しましょう。

有効活用 （売却・賃貸等）

解体・除却

管理・不動産ルール（相続等）

各種相談窓口・制度 ８

１ ２ ３

４

６

（Ｐ.１）

（Ｐ.２）

（Ｐ.２）

（Ｐ.３）

【空き家を放置すると様々な問題が発生します！】

◎建物の管理が不適切で外壁の脱落や屋根瓦の落下により他者に損害を与えたときは、
所有者が責任を問われる場合があります。
◎管理が行き届いていない空き家は、周辺の生活環境に悪影響を及ぼします。
◎近隣住民や地域に迷惑をかけないためにも、所有者による適切な管理が必要です。

５

７

たとえば
・ゴミの不法投棄

・不審者の侵入 ・放火等による火災

・隣地や道路への草木の越境

・外壁の脱落／屋根瓦の落下

・害虫、害獣の棲家

相続で困らないために、財産
を誰にどのくらい相続するか
を決めておきたい。

認知症など判断能力が低下し
た時に備え、財産の管理や処
分、介護施設と契約をしてく
れる人を選んでおきたい。

認知症など判断能力が低下し
た時に備え、財産の管理や処
分を家族に託したい。

任意後見 家族への信託 遺言書

これらを組み合わせるなど、家族や財産の状況により、様々な方法があります。

資料５



空き家バンク制度１
◇空き家の売却・賃貸を希望する所有者から提供された物件情報を市のホームページ等に掲載し、

空き家の購入・賃借を希望する方とのマッチングを支援する制度です。

※制度の詳細については東松山市ホームページをご覧ください。

空
き
家
所
有
者

東松山市

埼玉県宅地建物取引業協会
埼玉西部支部

空
き
家
利
用
者

物件登録
（無料）

登録物件の
情報公開

交渉・契約 交渉・契約

協定 媒介業者選定依頼

媒介業者選定

宅地建物取引業者

■ 問合せ先：都市計画部 住宅建築課 TEL：0493-21-1464（直通）

成約率 高

登録物件

募集中！

移住促進空き家利活用補助金２
◇市内の空き家を、市外から転入する方が購入・リフォーム工事する又は、空き家の所有者が

リフォーム工事をして市外から転入する方に賃借する場合の費用の一部を補助する制度です。
※予算がなくなり次第受付を終了します。

※制度の詳細については東松山市ホームページをご覧ください。

■ 問合せ先：都市計画部 住宅建築課 TEL：0493-21-1464（直通）

空き家バンクに
登録した空き家が
対象となります。

空き家・低未利用土地等の譲渡所得の特例措置３

★【空き家の発生を抑制するための特例措置】
（空き家の譲渡所得の3,000万円特別控除）

★【低未利用地の適切な利用・管理を促進するための特例措置】
（⾧期譲渡所得の100万円控除）

◇被相続人の居住の用に供していた家屋及びその敷地等を相続した相続人が、相続開始の日から3年
を経過する日の属する年の12月31日までに、一定の要件を満たして当該家屋又は土地を譲渡し
た場合には、当該家屋又は土地の譲渡所得から3,000万円が特別控除される制度です。

◇個人が、令和2年7月1日から令和7年12月31日までの間において、都市計画区域内にある
低未利用土地等を500万円以下（条件によっては800万円以下）で譲渡した場合には、
その年の低未利用土地等の譲渡に係る譲渡所得から100万円が特別控除される制度です。

※譲渡所得の金額が100万円に満たない場合には、その譲渡所得の金額が控除額になります。

※特例措置の適用を受けることができるかについては、税務署へご確認ください。
※制度の詳細については国土交通省ホームページをご覧ください。

老朽空き家除却補助金４
◇防災、衛生、景観等に悪影響であり、周辺に危機を及ぼす可能性のある著しく老朽化した空き家を

除却する方に対し、除却工事費用の一部を補助する制度です。
※予算がなくなり次第受付を終了します。
※制度の詳細については東松山市ホームページをご覧ください。

■ 問合せ先：環境産業部 環境政策課 TEL：0493-63-5006（直通）

空き家管理のサービス６
◇空き家は、所有者や管理者の責任において、適切に管理しなければなりません。

今後の空き家の管理について、検討・相談しましょう。

各団体の相談窓口・情報掲載先

（公財）日本賃貸住宅管理協会埼玉県支部 048-615-3838

❶ 相続登記の申請の義務化（令和６年４月１日施行）
土地及び建物の不動産登記は、所在・面積のほか、
所有者の住所・氏名などを公の帳簿（登記簿）に記載し、
これを一般公開することにより、権利関係等の状況が誰にでも
わかるようにし、取引の安全性・円滑化を図る役割を果たしています。

★相続によって不動産を取得した相続人は、その所有権を取得したことを知った日から３年以内に
登記の申請をしなければならないことになりました。

❷ 相続土地国庫帰属制度の創設（令和５年４月２７日施行）
相続等によって土地の所有権を取得した相続人が、法務大臣（法務局）の承認により、土地を
手放して国庫に帰属させることを可能とする制度が新たに創設されました。

❸ 共有制度の見直し（令和５年４月１日施行）
共有状態にある不動産について、「所在が不明な共有者」がいる場合には、管理行為や譲渡する
ことができるよう、見直しや新たな仕組みが導入されました。

(法務省パンフレット)

２１

■ 問合せ先：都市計画部 住宅建築課 TEL：0493-21-1464（直通）

不動産に関するルール改正７

解体工事業登録業者５
◇埼玉県のホームページでは、埼玉県知事の登録を受けている

解体工事業者の名簿を掲載しています。
※詳細については埼玉県ホームページをご覧ください。

【埼玉県ホームページ】 空き家の持ち主応援隊

(埼玉県ＨＰ)

（公社）埼玉県宅地建物取引業協会

048-811-1818
（公社）全日本不動産協会埼玉県本部

048-866-5225

◇相談できる、お近くの不動産業者を検索できます。

(埼玉県ＨＰ)

(東松山市ＨＰ)

(東松山市ＨＰ)

(東松山市ＨＰ)

(国土交通省ＨＰ)

(国土交通省ＨＰ)

補 助 金 限 度 額

基準額

25万円

20万円

購 入

リフォーム工事

加算額

各々 ５ 万円

◇子育て世帯
◇三世代同居・近居
◇市内事業所勤務者
◇市内業者施工

最大
65万円

補 助 金 限 度 額

基準額 加算額

２０万円
市内業者施工

５万円

最大

２5万円

全国版空き家バンク
東松山市空き家バンク



空家等対策の推進に関する特別措置法の改正概要
資料６資料６

※国土交通省資料











東松山市空家等対策計画の改定について 

１．背景・目的 

 「空家等対策の推進に関する特別措置法」の改正により、空家等の「活用拡

大」、「管理の確保」、「特定空家の除却等」の３本柱で対応を強化するとともに、

所有者責務の強化として、所有者が国及び自治体の施策に協力する努力義務が追

加された。 

 法改正の内容を踏まえ対応を強化し、今後も継続的な取組みを実施するために

東松山市空家等対策計画の改定を行う。 

２．改定内容 

○計画期間（ｐ．３） 

令和６年度から令和１０年度までの５年間に変更 

 ○空き家実態調査（ｐ．４～ｐ．６） 

  平成２７年度及び令和３年度に実施した空き家実態調査の結果を基に市内の

空き家の現状を整理 

 ○アンケート調査（ｐ．７～ｐ．９） 

  令和４年度に実施した空き家所有者等に対するアンケート調査結果を基に市

内の空き家の現状を整理 

 ○空き家の所有者等の抱える課題（ｐ．１０） 

  令和４年度に実施した空き家所有者等に対するアンケート調査結果を基に空

き家の所有者等の抱える課題を整理 

 ○予防（ｐ．１４～ｐ．１５） 

  空家等の「予防」対策を以下のとおり追加 

  ・空き家実態調査の定期的な実施 

  ・空き家コーディネーターによる空き家相談の総合窓口の設置及び個別相談

会の実施 

  ・住まい終活セミナーの実施 

  ・きらめき出前講座の実施 

○適正管理（ｐ．１６～ｐ．１８） 

  空家等の「適正管理」対策を以下のとおり追加 

  ・財産管理人制度の活用を検討 

  ・管理不全空家等に対する措置の実施 

○有効活用（ｐ．１９～ｐ．２０） 

  空家等の「有効活用」対策を以下のとおり追加 

  ・空家等の流通促進のための方策の検討 

  ・空家等活用促進区域設定の活用を検討 

  ・財産管理人制度の活用を検討 

  ・空家等管理活用支援法人の活用を検討 

資料７ 





 

 

 

東松山市空家等対策計画 

（案） 
 

 

 

      

平成２９年４月 

（令和 年 月改定） 

令和６年度第１回東松山市空家等対策協議会資料 資料８





                      
 

 

 

（１）計画策定の背景と目的 

 



                      
 

（２）計画の位置づけ 

整合 

整合 

整合 



                      
 

（３）計画期間 

東松山市総合 

計画（第六次） 
後期基本計画（第五次） 前期基本計画（第五次） 

改 

定 

改 

定 

見
直
し 

見
直
し 



                      
 

（１）空き家実態調査 

※新規



                      
 

※新規



                      
 

  

※新規



                      
 

（２）アンケート調査 

※新規



                      
 

※新規



                      
 

※新規



                      
 

（３）空き家の所有者等の抱える課題 

※新規



                      
 

（１）基本理念 

（２）計画区域 

（３）対象とする空家等の種類 



                      
 

自治会 

民間関係団体 

相
談 

指
導 

助
成 

相
談 

助
言 

指導 

関係機関（警察・消防） 

（４）空家等対策促進のための基本的な方針 

（５）実施体制 



                      
 

 

 

 



                      
 

  

  

  

  

  

  

（１）予防 



                      
 



                      
 

  

  

  

  

  

  

（２）適正管理 
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※新規



                      
 

  

（３）有効活用 

利用者登録 
物件登録 東松山市 

空き家バンク 

協定 

情報提供 

不動産業協会 

（地域支部） 

不 動 産 事 業 者 

仲介 仲介 

業者選定 
  

空き家 

利用希望者 

空き家 

所有者 

全国版 

 空き家バンク 

情報掲載 

空き家バンクの流れ 

情報提供 



                      
 

  

  

  

  

  



                      
 



                      
 

  

  

  

  

※新規



参考資料 
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資料２ 



                      
 



                      
 

93,342 人 92,929 人 91,302 人 90,099 人 91,437 人 91,791 人

31,276 世帯 32,743 世帯 33,675 世帯 34,945 世帯 37,224 世帯 39,797 世帯
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資料３ 



                      
 

34,040 戸
36,100 戸 37,720 戸

41,510 戸
43,730 戸

3,680 戸 3,470 戸 4,230 戸 5,270 戸 5,770 戸
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東松山市 埼玉 全国
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資料４ 管理不全空家等及び特定空家等に対する措置に関する適

切な実施を図るために必要な指針（ガイドライン）抜粋 

※新規



                      
 

※新規



                      
 

※新規



                      
 

※新規



                      
 

※新規



                      
 

※新規



                      
 

※新規



                      
 

※新規



                      
 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料５ 

空家等活用促進区域 

※新規



                      
 

 

 

 

 

 

 

※新規



                      
 

（％） （戸） 

資料９
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